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全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
板
橋
衛
・
横
須
賀
市

議
会
議
長
）
は
７
月
２
日
、
東
京

・
全
国
都
市
会
館
に
お
い
て
、
正

副
会
長
・
監
事
・
相
談
役
会
の

後
、
第
８１
回
理
事
会
を
開
催
し

た
。理

事
会
で
は
、
板
橋
会
長
の
挨

拶
、
講
師
説
明
の
後
、
事
務
報
告

を
了
承
し
た
。

協
議
で
は
、
平
成
２５
年
度
決
算

に
つ
い
て
、
田
村
秀
二
・
監
事

（
狭
山
市
議
会
議
長
）
か
ら
監
査

結
果
の
報
告
が
あ
り
、
審
議
の

上
、
了
承
し
た
。
続
い
て
「
基
地

対
策
関
係
施
策
の
充
実
強
化
に
関

す
る
要
望
案
」
を
、
原
案
の
通
り

決
定
。
重
点
要
望
と
し
て
�
基
地

交
付
金
・
調
整
交
付
金
（
総
務
省

所
管
）
の
所
要
額
確
保
等
�
基
地

周
辺
対
策
経
費
（
防
衛
省
所
管
）

の
所
要
額
確
保
等
―
を
掲
げ
た

（
４
面
参
照
）
。

�
で
は
、
昨
年
の
要
望
に
調
整

交
付
金
を
「
１０
％
の
マ
イ
ナ
ス
シ

ー
リ
ン
グ
の
対
象
と
な
ら
な
い
よ

う
義
務
的
経
費
と
す
る
」
旨
、
追

加
し
た
。
こ
れ
は
昨
年
、
２６
年
度

予
算
概
算
要
求
基
準
で
調
整
交
付

金
は
「
そ
の
他
の
経
費
」
と
さ
れ
、

前
年
度
当
初
予
算
の
１
０
０
分
の

９０
の
範
囲
内
で
の
要
求
と
さ
れ
た

た
め
（
最
終
的
に
は
、
２６
年
度
予

算
に
お
い
て
、
前
年
度
同
額
の
７０

億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
）
。

�
で
は
、
昨
年
の
要
望
に
「
特

定
防
衛
施
設
周
辺
整
備
調
整
交
付

金
の
所
要
額
を
確
保
す
る
」
旨
、

追
加
し
た
。
こ
ち
ら
も
結
果
的
に

前
年
度
同
額
が
確
保
さ
れ
た
が
、

２５
年
１１
月
に
開
催
さ
れ
た
、
政
府

の
行
政
改
革
推
進
会
議
「
秋
の
レ

ビ
ュ
ー
」
に
お
い
て
「
か
な
り
削

減
可
能
」
と
す
る
評
価
者
コ
メ
ン

ト
が
あ
る
な
ど
否
定
的
な
評
価
が

あ
っ
た
こ
と
を
勘
案
し
た
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
・
相

談
役
の
う
ち
、
１１
市
町
の
議
長
で

構
成
さ
れ
る
実
行
運
動
班
は
、
葉

梨
康
弘
・
財
務
大
臣
政
務
官
、
木

原
稔
・
防
衛
大
臣
政
務
官
、
寺
田

稔
・
衆
議
院
議
員
、
木
下
康
司
・

財
務
事
務
次
官
、
岡
崎
浩
巳
・
総

務
事
務
次
官
ら
に
面
談
し
、
要

望
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

他
の
加
盟
市
町
村
議
長
ら
も
、

地
元
選
出
の
国
会
議
員
ら
に
要
望

活
動
を
実
施
し
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
村
手

聡
・
総
務
省
自
治
税
務
局
固
定
資

産
税
課
長
、
谷
井
淳
志
・
防
衛
省

地
方
協
力
局
地
方
協
力
企
画
課
長

か
ら
そ
れ
ぞ
れ
、
所
管
予
算
関
連

の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
説
明
が

あ
っ
た
。

実実
行行
運運
動動
班班
編編
成成
市市
町町

▽
会
長
�
横
須
賀
市
▽
副
会
長
�

恵
庭
市
、
武
蔵
村
山
市
、
木
更
津

市
、
和
泉
市
、
東
広
島
市
、
熊
本

市
、
瑞
穂
町
、
新
富
町
▽
相
談
役

�
三
沢
市
、
小
松
市

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1910号７月１５日平成26年
（2014年）

基基
地地
協協
がが
第第
８８１１
回回
理理
事事
会会
をを
開開
催催

会
議
終
了
後
に
財
務
・
防
衛
大
臣
政
務
官
ら
に
要
望

木原防衛大臣政務官に対し要望

木下財務事務次官に対し要望

岡崎総務事務次官に対し要望

挨
拶
す
る
板
橋
会
長

葉梨財務大臣政務官に対し要望

寺田衆議院議員に対し要望

議
会
所
在
地
変
更

（１） 平成２６年７月１５日 第１９１０号
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※（　）は前年との差
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(-270)

(年)

議員実数の推移（近５年）
(人)

グラフ①（過去の調査結果を基に本紙が作成）

本
会
は
こ
の
ほ
ど
、「
市
議
会
議
員
定
数
に
関
す
る
調
査
結
果
（
速
報
）
」
及
び
「
市
議
会
議
員
報
酬
に

関
す
る
調
査
結
果
（
速
報
）」
を
取
り
ま
と
め
た
。
両
調
査
は
、
２５
年
１２
月
３１
日
現
在
に
お
け
る
全
国
８
１

２
市
区
を
対
象
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
り
行
っ
た
も
の（
回
収
率
は
両
調
査
と
も
に
１
０
０
％
）。

調
査
結
果
（
速
報
）
は
現
在
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
閲
覧
が
で
き
る
。
ま
た
、
後
日
、
全
市
に
確

定
し
た
結
果
を
送
付
す
る
予
定
。

議議
員員
実実
数数
のの
状状
況況

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
２５
年
１２

月
３１
日
現
在
に
お
け
る
８
１
２
市

区
議
会
議
員
の
実
数
は
１
万
９
８

５
３
人
、
１
市
当
た
り
２４
・
４
人

で
あ
っ
た
。
前
年
（
８
１
１
市
）

の
２
万
１
２
３
人
と
比
べ
る
と
２

７
０
人
の
減
と
な
っ
た
。

本
紙
の
調
べ
で
は
、
前
年
か

ら
、
大
網
白
里
市
が
２５
年
１
月
１

日
に
市
制
施
行
し
、
１
市
・
２０
人

増
え
た
ほ
か
、
各
地
で
市
区
議
会

議
員
の
補
欠
選
挙
が
行
わ
れ
る
な

ど
増
員
も
さ
れ
た
が
、
減
少
が
そ

れ
ら
を
上
回
っ
た
。
減
少
の
大
き

な
要
因
は
、
議
員
定
数
減
に
よ
る

実
数
減
が
２
２
７
人
で
あ
っ
た
こ

と
。
ほ
か
に
、
東
京
都
議
会
議
員

選
挙
、
各
市
長
選
挙
、
参
議
院
議

員
選
挙
の
立
候
補
の
た
め
失
職

（
辞
職
）
し
た
こ
と
が
要
因
と
し

て
挙
げ
ら
れ
る
。

な
お
、
過
去
の
調
査
結
果
か

ら
、
近
５
年
の
議
員
実
数
を
見
る

と
、
２１
年
の
２
万
１
３
１
５
人
か

ら
毎
年
減
少
し
て
い
る
。
こ
の
う

ち
２２
年
か
ら
２３
年
の
減
少
数
が
６

７
０
人
と
多
い
が
、
こ
れ
は
２３
年

に
統
一
地
方
選
挙
が
あ
り
、
選
挙

時
に
定
数
を
減
じ
た
市
区
が
多
か

っ
た
た
め
（
グ
ラ
フ
�
参
照
）。

議議
員員
定定
数数
のの
状状
況況

２５
年
１２
月
３１
日
現
在
、
合
併
特

例
法
を
適
用
し
て
い
な
い
８
０
９

市
区
の
市
区
議
会
議
員
の
定
数
は

２
万
１９
人
、
１
市
当
た
り
２４
・
７

人
で
あ
っ
た
。

人
口
段
階
別
に
見
る
と
、
５
万

人
未
満
の
１
市
当
た
り
１８
・
３
人

か
ら
、
段
階
ご
と
に
１
市
当
た
り

の
人
数
が
増
え
、
５０
万
人
以
上
が

同
４７
・
１
人
、
政
令
指
定
都
市
は

６１
・
２
人
と
な
っ
て
い
る
（
表
�
参

照
）
。

表�

議議
員員
報報
酬酬
のの
平平
均均
額額

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
２５
年
１２

月
３１
日
現
在
に
お
け
る
８
１
２
市

区
の
議
員
報
酬
の
平
均
月
額
は
、

議
長
が
５０
・
８
万
円
（
対
前
年
比

０
・
４
万
円
減
）
、
副
議
長
が
４４

・
８
万
円
（
同
０
・
４
万
円
減
）
、

議
員
が
４１
・
４
万
円
（
同
０
・
３

万
円
減
）
。
過
去
の
調
査
結
果
を

見
て
み
る
と
、
近
年
、
減
少
傾
向

に
あ
る
。

人人
口口
別別
のの
平平
均均
額額

調
査
で
は
、
議
長
、
副
議
長
、

議
員
そ
れ
ぞ
れ
の
議
員
報
酬
の
平

均
月
額
に
つ
い
て
、
人
口
段
階
別

に
結
果
を
表
に
ま
と
め
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
議
長
と
議
員
の
平
均

報
酬
月
額
は
表
�
の
通
り
。
全
国

平
均
で
は
、
議
長
５０
・
８０
万
円
、

議
員
４１
・
４０
万
円
で
あ
る
が
、
人

口
５
万
人
未
満
の
議
長
４０
・
５０
万

円
、
議
員
３２
・
４７
万
円
か
ら
、
人

口
５０
万
人
以
上
の
議
長
８７
・
３５
万

円
、
議
員
６９
・
６１
万
円
ま
で
人
口

段
階
が
上
が
る
ご
と
に
平
均
月
額

表�（調査結果を基に本紙が作成）

【
３
面
へ
続
く
】

平均報酬月額（万円）

議員

３２．４７

３８．２８

４５．８４

５４．３６

５７．５７

６１．８４

６９．６１

４１．４０

議長

４０．５０

４６．６４

５５．３９

６７．４６

６９．６７

７４．９１

８７．３５

５０．８０

市数

２５７

２７０

１５６

４６

２６

２３

３４

８１２

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満

１０～２０万人未満

２０～３０万人未満

３０～４０万人未満

４０～５０万人未満

５０万人以上

全 国 平 均

表�
１市平均

１８．３人

２２．１人

２６，９人

３２．５人

３７．６人

４０．７人

４７．１人

６１．２人

市数

２５７

２７０

１５６

４６

２５

２３

１３

１９

人口段階

５万人未満

５～１０万人未満

１０～２０万人未満

２０～３０万人未満

３０～４０万人未満

４０～５０万人未満

５０万人以上

指定都市

平均報酬月額（円）

議員

３２４，７０６

３８１，９６５

４５５，６１３

５３３，０６２

５７２，１１３

６１８，９６１

６４１，１４３

６０６，２９６

７４５，０４５

７５７，９４２

議長

４０４，９７３

４６４，７５５

５４６，７８３

６３３，５３３

６６８，６２２

７３２，８４７

７６６，０００

９１１，４８７

８９７，１７４

９２１，１１０

市数

２５７

２６９

１５３

３９

２３

２１

７

２３

２０

１９

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満
（特別区除く）

１０～２０万人未満
（特別区除く）

２０～３０万人未満
（特別区除く）

３０～４０万人未満
（特別区除く）

４０～５０万人未満
（特別区除く）

５０万人以上
（特別区・指定都市除く）

特 別 区

指定都市

指定都市
（名古屋市除く）

定定
数数
にに
関関
すす
るる
調調
査査
結結
果果

実
数
・
定
数
と
も
に
減
少

報報
酬酬
にに
関関
すす
るる
調調
査査
結結
果果

議
長
の
平
均
報
酬
月
額
は
５０
・
８
万
円

※各平均報酬月額の数値は、十円単位を四捨五入

している。

第１９１０号 平成２６年７月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

平平成成２２６６年年度度「「自自治治体体経経営営戦戦略略トトッッププセセミミナナーー」」のの開開催催

～時代に即応した話題等を各界のエキスパートを招き解説～

我が国の現状をみますと、対外的にはＴＰＰ、米国・中国・北朝鮮等の外交・

防衛問題、国内的には経済、インフラ、社会保障問題等、多様かつ困難な課題が

山積しております。

しかも、これらの課題はすべて地方自治にも関連する課題であり、まさにトッ

プの力量が試される時代に直面したといっても過言ではありません。

そこで、（一財）地方自治研究機構では、各界を代表する方々の講演とディス

カッションを通じて、それぞれの課題に対する解決策を探る『自治体経営戦略ト
ップセミナー』を、下記により開催することといたしましたので、御案内申し上
げます。

激動の時代を生き抜くヒントが必ずや得られる貴重な機会になると確信してお

りますので、是非、積極的に御参加下さいますようお願い申し上げます。

◆日時及び講師
第１回 ５月２９日（木）西尾 勝氏（地方公共団体情報システム機構理事長）

「地方分権改革とこれからの自治体経営」※御参加の皆様から
大変好評をいただきました。

第２回 ７月２３日（水）北川 正恭氏（早稲田大学政治経済学術院教授）
「分権時代の首長・議会の役割」

第３回 ８月２９日（金）橋本 五郎氏（読売新聞特別編集委員）
「どうなる日本政治の行方」

第４回 １０月３１日（金）北岡 伸一氏（国際大学学長、政策研究大学院大学教授）
「健全な安全保障と自治体の役割」

※講師の都合等により内容等が変更される場合があります。

◆会 場：全国町村会館（千代田区永田町１－１１－３５） ２階ホール

◆受講対象者：市区町村の長及び議会議員の他、自治体幹部職員等
◆プログラム：１２：００～１３：００ 受付・昼食（昼食は当方で御準備いたします。）

１３：００～１４：３０ 講演

１４：３０～１４：４５ 休憩

１４：４５～１５：３０ 質疑応答

１５：３０ 閉会

◆受 講 料：１回当たり２５，０００円（昼食・飲食・教材費等込・税込）
◆申 込 先：（一財）地方自治研究機構まで以下の方法でお申込みください。

お申込み専用フォーム：https : //krs.bz/gyosei/m/rilg_koshu

メール：koshu@rilg.or.jp

ＦＡＸ：０３－５１４８－０６６４

◆問合わせ先：一般財団法人 地方自治研究機構 研修部

電話 ０３－５１４８－０６６１ ＦＡＸ ０３－５１４８－０６６４

◆そ の 他：当機構のホームページ http : //www.rilg.or.jp/をご参照下さい。

も
高
く
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
本
紙
が
、
こ
の
調
査
結

果
を
基
に
、
東
京
特
別
区
と
指
定

都
市
を
別
に
集
計
し
た
も
の
が
表

�
（
２
面
に
掲
載
）。
各
人
口
段
階

に
お
い
て
、
特
別
区
と
指
定
都
市

の
報
酬
月
額
が
、
他
市
と
著
し
く

異
な
る
た
め
作
成
し
た
。
ま
た
、

名
古
屋
市
は
、
特
例
条
例
に
よ
り

議
長
、
議
員
と
も
に
、
報
酬
月
額

が
当
分
の
間
、
５０
万
円
と
な
っ
て

い
る
た
め
、
同
市
を
除
い
た
指
定

都
市
の
集
計
結
果
も
記
し
た
。

人人
口口
別別
のの
最最
高高
・・
最最
低低
額額

調
査
で
は
、
議
長
、
副
議
長
、

議
員
そ
れ
ぞ
れ
の
議
員
報
酬
の
月

額
の
最
高
額
及
び
最
低
額
に
つ
い

て
も
、
人
口
段
階
別
に
結
果
を
表

に
ま
と
め
て
い
る
。
こ
の
う
ち
議

長
と
議
員
の
最
高
額
及
び
最
低
額

は
表
�
の
通
り
。

な
お
、
本
紙
が
、
こ
の
調
査
結

果
を
基
に
、
東
京
特
別
区
と
指
定

都
市
を
別
に
集
計
し
た
も
の
が
表

�
。
こ
の
表
�
か
ら
、
議
長
・
議
員

と
も
に
最
高
額
及
び
最
低
額
が
、

人
口
５
万
人
未
満
か
ら
人
口
４０
万

〜
５０
万
人
未
満
の
区
分
ま
で
は
、

人
口
段
階
が
上
が
る
ご
と
に
高
く

な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

表�

平平成成２２６６年年度度「「法法務務能能力力向向上上ののたためめのの特特別別実実務務セセミミナナーー」」のの開開催催

～苦手な法務もこれで解決！変化に即応できる自治体職員等のための短期集中セミナー～

（一財）地方自治研究機構では、平成２６年度から新たに「法務能力向上のため
の特別実務セミナー」を開催します。当セミナーは、全国共通の課題を解明する
「法務特別セミナー」と市区町村行政の地域の課題及び重要判例を研究する「法
務実務研究セミナー」をそれぞれ全国８か所で開催します。自治体法務に精通し
た先生方に講師をお願いしており、市区町村の職員や議員の皆様の法務能力向上

に役立つ実践的な講義内容となっておりますので是非御参加くださいますようお

願い申し上げます。

◆日時及び会場
＜法務特別セミナー＞

第１回 ６／９（月）～６／１１（水） 千代田区：全国町村会館
第２回 ７／２（水）～７／４（金） 京都市：京都テルサ
第３回 ７／２８（月）～７／３０（水） 岡山市：ピュアリティまきび
第４回 ９／３（水）～９／５（金） 札幌市：北海道水産ビル第２ビル
第５回 １０／８（水）～１０／１０（金） 仙台市：ホテル白萩
第６回 １１／５（水）～１１／７（金） 金沢市：本多の森会議室
第７回 １２／３（水）～１２／５（金） 名古屋市：愛知県産業労働センター
第８回 １／１４（水）～１／１６（金） 福岡市：福岡県中小企業振興センター

＜法務実務研究セミナー＞
第１回 ６／１０（火）～６／１２（木） 千代田区：全国町村議員会館
第２回 ７／９（水）～７／１１（金） 大阪市：エル・おおさか
第３回 ８／６（水）～８／８（金） 岡山市：オルガホール
第４回 ９／１０（水）～９／１２（金） 札幌市：ポールスター札幌
第５回 １０／２２（水）～１０／２４（金） 仙台市：パレス宮城野
第６回 １１／１２（水）～１１／１４（金） 金沢市：本多の森会議室
第７回 １２／１０（水）～１２／１２（金） 名古屋市：愛知県産業労働センター
第８回 １／１９（月）～１／２１（水） 福岡市：福岡県中小企業振興センター
※いずれのセミナーも各日１０：００～１６：３０

※既に開催済のセミナーは参加者の皆様から大変好評をいただきました。

◆受 講 料：受講料（教材費代・税込）賛助会員４，０００円、非賛助会員６，０００円
◆申 込 先：（一財）地方自治研究機構まで以下の方法でお申込みください。

お申込み専用フォーム：https : //krs.bz/gyosei/m/rilg_koshu

メール：koshu@rilg.or.jp

ＦＡＸ：０３－５１４８－０６６４

◆問合わせ先：一般財団法人 地方自治研究機構 研修部

電話 ０３－５１４８－０６６１ ＦＡＸ ０３－５１４８－０６６４

◆そ の 他：当機構のホームページ http : //www.rilg.or.jp/をご参照下さい。

表�（調査結果を基に本紙が作成）

議員（万円）

最低額

１８．０

２２．２

３１．２

４３．５

５１．５

５５．０

５０．０

最高額

４５．０

６１．６

６２．０

６７．０

６６．０

７０．０

９３．０

議長（万円）

最低額

２３．０

３１．０

３６．７

５０．４

５８．４

６４．０

５０．０

最高額

５４．５

９２．１

９２．３

９３．８

９３．０

９２．３

１１４．０

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満

１０～２０万人未満

２０～３０万人未満

３０～４０万人未満

４０～５０万人未満

５０万人以上

議員（万円）

最低額

１８０，０００

２２２，０００

３１２，０００

４３５，０００

５１５，０００

５５０，０００

６１３，０００

５８４，１００

５００，０００

５９６，７００

最高額

４５０，０００

５６０，０００

６２０，０００

６７０，０００

６６０，０００

７００，０００

６８６，０００

６２１，０００

９３０，０００

９３０，０００

議長（万円）

最低額

２３０，０００

３１０，０００

３６７，０００

５０４，０００

５８４，２００

６４０，０００

７２８，０００

８５７，３００

５００，０００

７３２，６００

最高額

５４５，０００

６９８，０００

７６０，０００

７７０，０００

７９０，０００

８２７，０００

８２３，０００

９５６，０００

１，１４０，０００

１，１４０，０００

区分

人口

５万人未満

５～１０万人未満
（特別区除く）

１０～２０万人未満
（特別区除く）

２０～３０万人未満
（特別区除く）

３０～４０万人未満
（特別区除く）

４０～５０万人未満
（特別区除く）

５０万人以上
（特別区・指定都市除く）

特 別 区

指定都市

指定都市
（名古屋市除く）

※各最高額・最低額の数値は、百円単位を四捨五入している。

（３） 平成２６年７月１５日 第１９１０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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内
閣
府
が
分
権
改
革
で
事
例
集

内
閣

府

は
６
月
２７
日
、「
地

方

分
権
改
革
事
例
集
」
を
公
表
し

た
。事

例
集
は
、
１
０
０
事
例
と
３０

事
例
の
２
種
類
あ
る
。
地
方
分
権

改
革
推
進
室
が
、
地
方
公
共
団
体

の
職
員
向
け
に
、
施
策
の
参
考
と

し
て
１
０
０
事
例
を
整
理
し
た

「
地
方
分
権
改
革
事
例
１
０
０
〜

個
性
を
活
か
し
自
立
し
た
地
方
を

つ
く
る
〜
」
と
、
こ
の
１
０
０
事

例
の
中
か
ら
特
色
あ
る
３０
事
例
に

つ
い
て
、
カ
ラ
ー
写
真
・
イ
ラ
ス

ト
・
図
表
な
ど
を
多
く
用
い
て
、

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
参
加
者
等
国
民
向

け
に
、
配
布
用
と
し
て
作
成
し
た

冊
子
。

２５
年
９
月
か
ら
１０
月
に
か
け
て

行
っ
た
地
方
公
共
団
体
の
事
例
調

査
や
、
２６
年
２
月
に
開
催
さ
れ
た

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
地
方

懇
談
会
で
紹
介
の
あ
っ
た
事
例
等

の
中
か
ら
▽
実
効
性
（
制
度
改
正

を
活
用
す
る
な
ど
に
よ
り
効
果
が

上
が
っ
て
い
る
取
り
組
み
か
）
▽

地
域
性
（
地
域
独
自
の
背
景
や
課

題
を
踏
ま
え
た
取
り
組
み
か
）
▽

先
進
性
（
全
国
に
先
駆
け
た
先
進

的
な
取
り
組
み
か
）
▽
波
及
性

（
他
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
波
及

が
見
込
め
る
取
り
組
み
か
）
―
等

の
観
点
に
立
っ
て
、
特
色
の
あ
る

事
例
を
整
理
し
て
い
る
。

内
容
に
よ
り
各
事
例
を
�
子
育

て
・
福
祉
・
健
康
�
ま
ち
づ
く
り

�
教
育
・
文
化
�
生
活
・
安
全
�

環
境
・
衛
生
�
産
業
・
雇
用
・
観

光
�
住
民
自
治
	
議
会


推
進
体

制
等
―
の
政
策
分
野
で
分
類
。
ま

た
、
地
方
分
権
改
革
の
取
組
類
型

別
に
も
分
類
し
て
い
る
。

う
ち
「
議
会
（
地
方
議
会
の
活

性
化
）
」
の
分
野
で
、
「
市
民
に

開
か
れ
た
議
会
」
と
し
て
、
鳥
羽

市
を
紹
介
し
て
い
る
。
鳥
羽
市
議

会
で
は
、
１９
年
の
改
選
以
降
、
市

民
に
開
か
れ
た
議
会
と
す
る
た

め
、
議
会
報
告
会
の
開
催
、
議
会

基
本
条
例
の
制
定
な
ど
の
議
会
改

革
や
、
全
国
初
と
な
る
ツ
イ
ッ
タ

ー
導
入
、
議
会
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
中
継
な
ど
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る
情
報

発
信
を
推
進
し
て
い
る
と
し
て
、

３０
事
例
に
お
い
て
も
取
り
上
げ
て

い
る
。

な
お
、
事
例
集
は
、
内
閣
府
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
p

�/
/
w

w
w
.c
a
o
.g
o
.jp
/
b
u
n
k
e
n

-
s
u
i
s
h
i
n
/
ji
r
e
i
/
j
i
r
e
i
.h

t
m
l

）
で
公
開
し
て
い
る
。

第第
３３
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
３

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
７
月
７
日
、
総
務
省
で
開
催
し

た
。会

議
で
は
、
事
務
局
か
ら
、
第

１
回
及
び
第
２
回
専
門
委
員
会
に

お
け
る
主
な
議
論
、
人
口
減
少
に

関
す
る
参
考
資
料
等
に
つ
い
て
、

説
明
が
あ
っ
た
後
、
今
後
の
審
議

事
項
等
に
つ
い
て
、
審
議
が
行
わ

れ
た
。

基地対策関係施策に関する重点要望

１．基地交付金・調整交付金（総務省所管）の所要額確保等
基地交付金・調整交付金の所要額を確保するとと

もに、基地交付金の対象資産の範囲を自衛隊の使用

する全資産に拡大すること。

なお、調整交付金については、基地交付金と同様

の性格を有していることから、基地関係施設の所在

に伴う特殊な財政需要を鑑み、「平成２７年度予算の

概算要求に当たっての基本的な方針」においては、

１０％のマイナスシーリングの対象とならないよう基

地交付金と同様に義務的経費として取り扱うこと。

２．基地周辺対策経費（防衛省所管）の所要額確保等
� 基地周辺対策事業については、近年、補助対象施

設・範囲の拡大等の適用基準の緩和がなされたこと

は評価されるものであるが、今後さらに緩和を図る

とともに、所要額を確保すること。

特に、特定防衛施設周辺整備調整交付金（調整交

付金）は、基地周辺住民の基地に対する更なる理解

と協力を得るために重要な施策であり、基地関係市

町村は、同交付金を活用しつつ生活環境の整備や住

民福祉の向上等に鋭意努力しているものの、基地関

係施設の所在に伴う特殊な財政需要の増大等により

厳しい財政状況にあることを鑑み、同交付金の所要

額を確保すること。

� 在日米軍再編に伴い負担増となる関係市町村に対

しては、十分な支援措置を講じるとともに、再編に

伴い現行の基地対策関係予算に支障が生じることの

ないよう、十分配慮すること。

� ＭＶ－２２オスプレイについては、安全性に対する

国民の不安が完全に払拭されたとは言い難い状況に

あることから、日米合同委員会で合意されたオスプ

レイ運用の安全確保策を遵守するとともに、配備・

飛行訓練等について、関係市町村に対し十分な説明

及び情報提供を行うこと。

� 中期防衛力整備計画に基づき、基地の機能・運用

等の変更を検討する場合には、関係市町村の実情及

び地域の意見に十分配慮すること。

お
知
ら
せ

本
紙
７
月
２５
日
付
け
第
１
９

１
１
号
は
、
第
１
９
１
２
号
と

併
せ
、
８
月
５
日
付
け
第
１
９

１
１
・
１
２
号
と
し
て
発
行
し

ま
す
。

▼
議
長

▽
長
崎

源
城
和
雄
（
３
・
３１
）

▽
四
万
十

宮
本
幸
輝
（
４
・
２８
）

▽
に
か
ほ

菊
地

衛
（
５
・
１３
）

▽
鴨
川

辰
野
利
文
（
６
・
１０
）

▽
亀
山

前
田
耕
一
（
６
・
１０
）

▽
行
橋

�
戸
健
次
（
６
・
１０
）

▽
対
馬

堀
江
政
武
（
６
・
１０
）

▽
野
田

鈴
木

有
（
６
・
１１
）

▽
瑞
穂

若
園
五
朗
（
６
・
１１
）

▽
神
戸

安
達
和
彦
（
６
・
１１
）

▽
和
歌
山

寒
川

篤
（
６
・
１１
）

▽
石
巻

安
倍
太
郎
（
６
・
１２
）

▽
大
和
郡
山

出
口
真
一
（
６
・
１２
）

▽
杉
並

斉
藤
常
男
（
６
・
１３
）

▽
西
宮

岩
下

彰
（
６
・
１３
）

▽
江
津

藤
田

厚
（
６
・
１３
）

▽
甲
府

斉
藤
憲
二
（
６
・
１７
）

▽
土
浦

内
田
卓
男
（
６
・
１７
）

▽
練
馬

村
上
悦
栄
（
６
・
２０
）

▽
北
本

黒
澤
健
一
（
６
・
２０
）

▽
徳
島

広
瀬
和
範
（
６
・
２３
）

▽
輪
島

中
谷
達
行
（
６
・
２４
）

▽
山
梨

古
屋
忠
城
（
６
・
２６
）

▽
川
口

大
関
修
克
（
６
・
２６
）

▽
西
尾

神
谷
庄
二
（
６
・
２６
）

▽
小
浜

垣
本
正
直
（
６
・
２７
）

▽
所
沢

浅
野
美
恵
子
（
６
・
２７
）

▼
副
議
長

▽
長
崎

佐
藤
正
洋
（
３
・
３１
）

▽
四
万
十

勝
瀬
泰
彦
（
４
・
２８
）

▽
に
か
ほ

佐
々
木
正
明
（
５
・
１３
）

▽
彦
根

八
木
嘉
之
（
５
・
１９
）

▽
木
更
津

近
藤

忍
（
６
・
５
）

▽
鴨
川

庄
司
朋
代
（
６
・
１０
）

▽
亀
山

中
村
嘉
孝
（
６
・
１０
）

▽
尾
道

新
田
賢
慈
（
６
・
１０
）

▽
行
橋

小
原
義
和
（
６
・
１０
）

▽
野
田

鶴
岡

潔
（
６
・
１１
）

▽
瑞
穂

清
水

治
（
６
・
１１
）

▽
神
戸

山
田
哲
郎
（
６
・
１１
）

▽
和
歌
山

尾
�
方
哉
（
６
・
１１
）

▽
石
巻

青
山
久
栄
（
６
・
１２
）

▽
大
和
郡
山

尾
口
五
三
（
６
・
１２
）

▽
杉
並

大
槻
城
一
（
６
・
１３
）

▽
西
宮

田
中
正
剛
（
６
・
１３
）

▽
江
津

田
中
直
文
（
６
・
１３
）

▽
高
知

和
田
勝
美
（
６
・
１３
）

▽
甲
府

鈴
木

篤
（
６
・
１７
）

▽
田
辺

佐
井
昭
子
（
６
・
１７
）

▽
結
城

大
木
作
次
（
６
・
１８
）

▽
熱
海

杉
山
利
勝
（
６
・
１８
）

▽
古
河

舘
野
洋
二
（
６
・
１９
）

▽
練
馬

柳
沢
よ
し
み
（
６
・
２０
）

▽
呉

林

敏
夫
（
６
・
２０
）

▽
徳
島

小
林
和
夫
（
６
・
２３
）

▽
周
南

田
中
和
末
（
６
・
２４
）

▽
�
江

小
竹
法
夫
（
６
・
２５
）

▽
山
梨

木
内
健
司
（
６
・
２６
）

▽
川
口

吉
田
英
司
（
６
・
２６
）

▽
西
尾

颯
田
栄
作
（
６
・
２６
）

▽
所
沢

中

毅
志
（
６
・
２７
）

▼
事
務
局
長

▽
美
作

谷

和
彦
（
６
・
１
）
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